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郊外の旧市街地における居住に関する研究
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要旨
　本研究では，郊外都市の旧市街地における居住者特性の実態を明らかにした。対象地域は、大
阪大都市圏の郊外に位置する奈良市である。本研究は、国勢調査とアンケート調査をもとにして
いる。国勢調査からは、奈良市が郊外地域としての典型的性格をもつことが明らかになった。ア
ンケート調査は、大和西大寺駅周辺地区を対象に実施した。アンケートで明らかになった点は以
下の通りである。 1）高齢者の割合が高い。 2）新規流入者が多い。 3）持家一戸建てが最も多く、
以下、分譲マンション、賃貸の順となる。 4）大阪市への通勤率は、奈良市全体のそれと差はない。
キーワード：郊外、居住者特性、通勤流動
Ⅰ　はじめに
　大都市圏構造に関する研究の中で、郊外を対象とした地理学的研究は、大都市への依存度の低
下傾向、自立的成長の程度を明らかにすること主たる目的としてきた（富田，1988）。しかし、
1990年代に入ってからは、郊外の自立的成長よりも成長の停止、成熟化という事象が顕著になっ
た。こうした流れをうけて、筆者は、成熟化へと進む郊外の地域構造の一端を明らかにするため
に、郊外第 2世代の新規就業行動の観点から大都市圏構造の変化を探ってきた（稲垣稜，2011）。
　その後，郊外第 2世代が世帯を形成するようになったこと、第 1世代の退職が進んだことな
どによって、郊外第 2世代の新規就業行動に着目するだけでは大都市圏構造を十分に解明する
ことができない状況になっていた。このことをふまえ、筆者は、奈良県生駒市を例に、郊外第 1
世代の住宅取得時の行動と退職後の動向、郊外第 2世代の住宅取得行動を明らかにした（稲垣，
2014）。
　しかし、現実的には、郊外には多種多様な世代、属性が混在している地区が存在するのも事実
である。とくに、旧市街地にはこの傾向が顕著である。筆者も含め、従来の研究では、郊外とし
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ての典型的な動向に着目するあまり、住宅地区などに目を向けがちであった。このため、こうし
た郊外の旧市街地を考察対象としていくことが必要とされている。そこで本研究では、郊外都市
の旧市街地に相当する地区を対象に、居住者特性の実態を明らかにした。具体的には、奈良市の
大和西大寺駅周辺地区を事例とした。
Ⅱ　奈良市の人口動向
　大和西大寺駅周辺地区の検討に入る前に、奈良市の基本的な人口特性をおさえておく。ここで
は、大都市圏の中心部である大阪市と奈良市とを比較することにより、奈良市の一般的性格を明
確にしておく。
　図 1、 2は、2010年の年齢階級別人口構成を男女別に示したものである。大都市圏の中心部で
ある大阪市は、30歳代以下の構成比が高い。おそらく、未婚の単独世帯を形成する人々が多く存
在するものと考えられる。一方、奈良市では60歳代において構成比が高い。2010年における60歳
代には1946－50年出生の第一次ベビーブーム世代が含まれており、人口郊外化を牽引した世代と
図 2　女性の年齢階級別人口構成（2010 年）
出所：国勢調査
図 1　男性の年齢階級別人口構成（2010 年）
出所：国勢調査
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しても知られている。一方で，2010年に30歳代に相当する第二次ベビーブーム世代は、大阪市に
比べて奈良市における人口構成比は小さくなっている。この世代のうち、郊外で生まれ育った郊
外第二世代は既に親元を離れていることに加え、他地域出身者による郊外での住宅取得も以前ほ
ど活発ではなくなっていることが関係していると思われる。
　図 3、 4は、2010年の年齢階級別未婚率を男女別に示したものである。20歳代までは、大阪市
よりも奈良市の未婚率が高くなっている。この年齢階級においては親と同居する未婚者が多く、
一戸建て住宅が卓越する郊外地域であるがゆえに、奈良市の未婚率が高くなっていると解釈でき
る。30歳以上になると、奈良市の未婚率は大阪市のそれよりも低くなっていく。親と同居する30
歳以上の未婚者は、増加してきたとはいえ割合は小さく、年齢を重ねるにつれて郊外の親元から
離れていく未婚者は多いと考えられる。こうした未婚者が、大都市において単独世帯を形成して
いると思われる。
　以上のように、大阪市と比較して奈良市は、郊外地域としての典型的性格をもつことが理解で
図 3　男性の年齢階級別未婚率（2010 年）
出所：国勢調査
図 4　女性の年齢階級別未婚率（2010 年）
出所：国勢調査
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きる。こうした性格は、住宅地域としての性格を反映した部分が大きいと言える。今回研究対象
としている大和西大寺駅周辺は、住宅地域とは性格を異にする地区である。次章では、アンケー
ト調査の結果をもとに、郊外の鉄道駅周辺地区の居住者特性を明らかにする。
Ⅲ　大和西大寺駅周辺の概観
　ここでは、大和西大寺駅周辺の変容について概観する（図 5）。大和西大寺駅が設置されたの
は1914年のことである。本格的な都市的変容がみられるようになったのは戦後のことである。奈
良市が大阪市のベッドタウンとして位置付けられるようになった1960年代の高度経済成長期以
降、丘陵地を中心に住宅地かがすすんだが（北畠，1981）、大和西大寺駅周辺の市街地化もすす
んだ。この変容は、地形図の変化からも確認できる（図 6，図 7）。駅北の水田地域が宅地化さ
れていくとともに、駅南にも西大寺団地、国見町住宅街が発展していった（千田，1978）。もち
ろん、鉄道駅周辺の特性を活かしてオフィスや商業施設も集積するようになり、現在では奈良市
西部の都市機能の中心地となっている。1990年代に入ってからは、高度経済成長期ほどの変容は
みられない（図 7，図 8）。ただし、地形図には示されないものの、1990年代後半以降、駅周辺
に多くの分譲マンションが立地するようになり、住機能の充実もすすんでいる。
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図 5　対象地域
稲垣：郊外の旧市街地における居住に関する研究
－　 －37
図 6　5万分 1地形図「奈良」（昭和35年発行）
図 7　5万分 1地形図「奈良」（平成 3年発行）
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Ⅳ　アンケートの概要
　図 9、図10、図11、図12、表 1は、アンケート調査回答者の概要を示したものである。女性回
答者のほうがやや多い（図 9）。年齢構成をみると（図10）、統計による奈良市全体の数値（図 1，
2）に比べて60歳代、70歳代の高齢層の割合が高いものの、若年層、壮年層も一定数存在している。
入居時期は（図11）、2000年以降の入居が過半数を占めており、新規流入者によって構成されて
いる事実が判明する。居住形態をみると（図12）、持家一戸建てが 4割と最も多いが、分譲マン
ション、賃貸・借家も比較的多い。典型的な郊外住宅地では、同世代が同時期に入居することで
図 8　5万分 1地形図「奈良」（平成21年発行）
図 9　性別の構成比（％）
出所：アンケート調査
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特定の年齢層に偏っており、しかもその後も居住し続けることで高齢化も急速に進むとされるが
（福原，1998）、鉄道駅周辺である今回の調査地区は、多様な年齢層、居住形態が混在し、住民の
入れ替えも活発であることが分かる。
　最後に、通勤先を検討する（表 1）。大阪市への通勤率は20.1％であり。これは奈良市全体の
大阪市通勤率（2010年国勢調査）の17.4％よりもやや高い程度であり、大きな差異はない。また
奈良市への通勤率が約 5割という点も同様である。鉄道駅周辺ということで大阪市へ通勤利便性
は高いと思われるが、実際には奈良市全体の通勤先構成とさほど差異はないことが確認できる。
これは、大阪市への通勤利便性を求める居住者だけでなく、職住近接を求める居住者もここに居
住地を選択していることを反映している可能性がある。近年、大都市都心部では、高層マンショ
ンの大量供給にともない職住近接が一般化しつつあるが、こうした郊外の鉄道駅周辺でも同様の
ライフスタイルを求める人々が増えつつあるといえる。
図10　年齢の構成比（％）
出所：アンケート調査
図11　入居時期の構成比（％）
出所：アンケート調査
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Ⅴ　おわりに
　郊外は、現在成熟段階にあり、郊外住宅地の開発は沈静化している。こうした中で、鉄道駅周
辺を中心とした旧市街地は、少子高齢化時代の生活スタイルにふさわしい特性を持つ。歩いて暮
らせる町を充実させていくためにも、旧市街地の実態調査は不可欠であり、今後も居住、就業動
向を注視していく必要がある。
付記
　本研究には、2013年度奈良大学研究助成を使用した。本稿は研究報告概要であり、論文につい
ては、学会誌へ投稿する予定である。
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表 1　アンケート調査と国勢調査の通勤先構成
大阪市
大阪府他市町村
奈良市
奈良県他市町村
その他
アンケート調査，および国勢調査（2010 年）により作成
実　数
179
55
454
111
69
20.1
6.2
51.0
12.5
10.2
17.4 
8.1 
49.6 
12.9 
12.0 
％ 国勢調査（％）
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Summary
　This study proposed to clarify the characteristics of residents in the built-up area of Nara city suburbs 
through a census-data analysis and a questionnaire conducted in the vicinity of Yamato-Saidaiji station. 
According to the census data, Nara city is a typical residential suburb of the Osaka metropolitan area. The 
questionnaire revealed the following: （1） a high rate of elderly population; （2） many newly relocated 
residents in the district; （3） the highest number of respondents live in detached houses, followed by 
condominiums and rented apartments; And （4） no differences in commuting rates to Osaka city between 
the district and the whole of Nara city.
key words: suburb, characteristics of residents, commuting ﬂow

